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　Ｃ　GM 食品の危険性：除草剤耐性・害虫抵抗性 GM 作物に関して
















　まず、「遺伝子組み換え」は、英語では Genetically Modified と呼ばれ、























































































































ろ、毒性が認められたとする論文（Séralini et al. Long term toxicity of a 















































































































































































（GATT₂₀条⒝ ⒢）、これを具体化したものが SPS 協定であると言われて

























































































































でなく GMO 一般についての危険性の「評価」であったことから、₅条 ₁
項違反が導かれる。
　ここで、本件に関して若干の考察をしてみましょう。






























































　第三に、EU の厳格な GM 表示義務が WTO 法に違反するとの主張はな




　最後に、バイテク事件後の GM 食品規制に関する EU の動きについて




は、GM 作物の栽培につき EU 加盟国に opt-out（離脱）権が正式に承認さ
48遺伝子組み換え食品─自由貿易体制の下で食の安全は守れるのか？─（繁田）（42︲1︲48）
（21）
れております。他方、GM 食品・飼料の輸入・販売についても EU 加盟国
に opt-out 権を認める欧州委員会提案も出されておりますが、₂₀₁₅年の ₉
月と₁₀月に欧州議会の農業委員会と環境委員会がそれぞれ否決しており、
同案の成立は見込み薄であると言われています。
　このように EU では、「食の安全」を重視し、厳格な GM 食品規制を進
めてきているわけでありますが、EU ではしばしば WTO 紛争解決機関の
判断よりも「食の安全」を優先させる傾向さえあることは、特筆に値し
ます。例えば、バイテク事件後、EU は上級委員会に上訴せず、かといっ
てパネル決定も履行せずという状態を続けています。すなわち EU は、カ
ナダと₂₀₀₉年に、またアルゼンチンとは₂₀₁₀年に、二国間対話を行うこ
とで合意したものの、パネル決定の履行には応じておりません。他方、
米国とは二国間対話の合意にさえ達しておりません。同様の態度は、ホ
ルモン牛肉紛争でも見られました。すなわち EU は、₁₉₉₈年の本紛争に関
する上級委員会決定後も、ホルモン牛肉の輸入を拒否し続けました。そ
して、ホルモン牛肉がガンを発生させる危険性があるとの新たな科学的
証拠を提出し、₂₀₀₈年の上級委員会決定で実質勝訴を勝ち取ります。そ
の後、米国とは₂₀₀₉年に、またカナダとは₂₀₁₁年に、代償の供与（牛成
長ホルモンを投与されていない牛肉の優先輸入枠の設定）で合意してお
ります。
　WTO 法の特質は、経済的利害の調整というところにありますので、被
害国と加害国が代償の供与で合意すれば、WTO 法違反も不問とされ得ま
す。従って、EU のようにある程度の経済的利益を犠牲にしてでも「食の
安全」を優先させようと思えば、WTO 体制の下でもできないことはない
わけです。もっとも、「食の安全」を最優先と考える政策は、諸刃の剣で
ありまして、相手国が「食の安全」を理由に輸入制限をかけてくる場合、
それを認めねばならない立場に追い込まれるおそれがあります。例えば、
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日本は現在、福島事故後の食品放射能検査に関して韓国を WTO に提訴し
ておりますが、日本が自国の主観的な「食の安全」観で輸入制限を行う
ことを（予防概念が「慣習国際法」や「法の一般原則」になっていると
の論拠に基づき）主張するならば、韓国にも同様のことを認めねばなら
なくなってしまいます。それよりは、多少時間がかかっても、科学的証
拠を積み重ねて、暫定措置を可能とする「科学的証拠の不十分性」を立
証する努力をする方が、生産的かもしれないと考える次第であります。
